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第１号様式 

法令適用事前確認手続（照会書） 

令和８年３月５日 

国土交通省 物流・自動車局 貨物流通事業課 貨物流通経営戦略室長 殿 

照会者名  弁護士法人     

  弁護士        

   同         

住  所    

                    

 

下記について、照会します。 

なお、照会及び回答内容（照会に係る法令の条項の性質上照会者名を公にすることが回答に当たって

必要とされる場合にあっては、照会及び回答内容並びに照会者名）が公表されることに同意します。 

 

記 

１． 法令名及び条項 

倉庫業法第３条 

 

２． 将来自らが行おうとする行為に係る個別具体的な事実 

（１）Ｘ社について 

Ｘ社は、鉄道、ホテル、デパート等（以下「施設占有者」といいます。）に対して、遺失物の登録から

返却までの業務を一元管理することのできる落とし物管理プラットフォームを提供する会社です。 

現在、Ｘ社は、施設占有者の遺失物の管理に関する事務負担の軽減及び遺失物の返却率の向上を目的と

して、施設占有者に対して、遺失物の情報を登録して一元的に管理できるツール（以下「本件ツール」と

いいます。）を提供するとともに、当該登録情報を基にＸ社が遺失者からの問い合わせに対応し、遺失者

と遺失物とをマッチングさせるサービス等を提供しています。 

そして、この度、Ｘ社では、下記（３）記載の新たなサービス（以下「本件サービス」といいます。）

の提供を検討しています。 

（２）前提となる遺失物法上の定め 

施設占有者は、自ら拾得し又は拾得者から交付を受けた遺失物について、速やかに遺失者に返還する

か、７日以内に警察署長に提出することを義務付けられています（遺失物法第１３条１項）。 

ただし、施設占有者のうち、遺失物法施行規則２８条１項の申請を行い「特例施設占有者」（遺失物法

施行令第５条）となった者については、２週間以内に警察署長へ届出を行うことで、上記遺失物の提出義
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務が免除されます（遺失物法第１７条）。なお、この届出には、遺失物の種類・特徴、拾得日時、拾得場

所等を記載する必要があります。 

そして、特例施設占有者が上記届出の方法を採った場合、特例施設占有者は、対象の遺失物を自ら保管

することになり（遺失物法第１７条）、届出から３か月以内に遺失者が現れた場合には、当該遺失物を遺

失者に返還し（遺失物法第１９条）、遺失者が現れなかった場合には、当該遺失物の所有権を取得するこ

とになります（民法第２４０条）。 

 （３）Ｘ社が検討中の新たなサービスの内容について 

 ア 本件サービスの目的 

特例施設占有者は、上記遺失物法第１７条の届出の方法を採ることで遺失物の現物を警察署に提出

する義務を免れることができますが、その一方で、同届出に必要な作業を各々独自の方法で行ってい

るところ、同届出にかかる業務の効率化が図られておらず、届出義務が十分に履行できていないケー

スも見受けられます。また、遺失者からの問い合わせへの対応や遺失物の返却作業についても、人手

不足等の問題が生じています。 

このような課題を踏まえ、Ｘ社は、特例施設占有者を対象として本件サービスを提供することを検

討しています（下記②の業務は施設占有者が提供対象となります。）。 

 イ 本件サービスの全体の流れ 

本件サービスの全体の流れは以下のとおりであり、本件サービスとして新たに提供を検討している

のは下記②及び④から⑦の過程です。 

① Ｘ社は、施設占有者に対し本件ツールを提供します。 

② Ｘ社は、施設占有者が所轄警察署から特例施設占有者の指定を取得できるようにコンサルティ

ングを実施し、施設占有者に特例施設占有者の資格を取得させる。 

③ 施設占有者は、本件ツールを利用して、遺失物の情報（物品の写真、拾得場所、拾得日時等）

を入力し遺失物データベースを作成します。 

④ 施設占有者は遺失物の現物をＸ社に送付、又はＸ社が施設占有者から遺失物を回収します。 

⑤ Ｘ社は、遺失物を受領後、遺失物データベース上に登録された遺失物の情報と遺失物の現物と

を付け合わせて確認し、その結果を施設占有者に連絡します。 

⑥ Ｘ社は、施設占有者から異議が出ない場合には、施設占有者が本件ツールを利用して遺失物デ

ータベース上の遺失物の情報を所轄警察署が指定するフォーマットに転記して作成した届出書又

は届出データを所轄警察署に提出又は送信することで、遺失物法第１７条に基づく届出を代行し

ます。 

⑦ Ｘ社は、上記③で遺失物を受領してから上記⑤の届出後３か月が経過するまでの間、遺失者か

らの問い合わせに対応し、遺失者が現れた場合には対象の遺失物を遺失者に返却します。 

⑧ Ｘ社は、上記⑤の届出後３か月が経過し施設占有者が遺失物の所有権を取得した場合には、Ｘ

社と施設占有者の当初の合意に基づきＸ社が直ちに当該遺失物の所有権を取得し、その後Ｘ社に

おいて当該遺失物を処分（販売、廃棄等）します。 

 ウ 本件サービスの対価 

Ｘ社は、本件サービスの対価として、施設占有者から初期費用及び月額費用を受領します。なお、

本件サービスは遺失物の保管を業務内容とはしないため、本サービスの対価として保管料は設定して

おりません。 

初期費用は、本件サービス導入時の環境構築や初期設定（アカウント発行、基本設定、管理画面の

カスタマイズ等）の対価として受領します。 

月額費用は、本件サービスを導入する施設の数、Ｘ社が施設占有者から遺失物を回収する場合はそ

の回収回数、前年度に警察署に提出・届出をした遺失物の件数に応じて算定します。 

具体的には、本サービスを導入する施設の数が１件増えるごとに比例的に月額費用が増額します。

Ｘ社が施設占有者の施設を訪ねて遺失物を回収する場合は、その回収回数が増加するごとに月額費用
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が増額します。当該施設占有者が前年度に警察署に提出・届出をした遺失物の件数を基準に、同件数

が０件から５００件までの場合、５０１件から１０００件までの場合…という形で一定件数ごとに段

階的に月額費用が増額します。なお、現実に保管する遺失物の件数、その保管期間、遺失物のサイズ

や質量等は月額費用に影響を与えません。 

 エ 遺失物の保管態様 

Ｘ社は、上記⑤及び⑦の業務を実施するため、遺失物の現物を以下の態様で保管します。 

（ア）保管期間 

・遺失者が現れた遺失物： 

上記④で遺失物を受領してから上記⑦で遺失者へ返却するまで最大３か月と１週間（遺失物

の受領から警察署への届出を行うまでの期間１週間＋民法第２４０条に基づき所有権を取得

するまでの期間３か月） 

・遺失者が現れなかった遺失物： 

上記④で遺失物を受領してから上記⑧でＸ社が所有権を取得するまでの３か月と１週間 

（イ）保管後の引渡先 

・遺失者が現れた遺失物： 

遺失者へ返却します。 

・遺失者が現れなかった遺失物： 

保管期間経過後直ちにＸ社が所有権を取得します。 

Ｘ社と施設占有者は、本件サービスにかかる契約の締結と同時に、民法第２４０条所定の期

間内に遺失者が現れないことを停止条件として、同期間の経過により施設占有者が遺失物の

所有権を取得した後直ちに当該遺失物の所有権をＸ社に譲渡する旨の合意を締結します。Ｘ

社は、同合意に基づき上記保管期間経過後遺失物の所有権を取得することになります。 

 

（ウ）保管場所 

Ｘ社が上記⑤及び⑦の業務を行う事業所又は倉庫 

 

３．当該法令の条項の適用に関する照会者の見解及びその根拠 

本サービスを提供するにあたっては、先のとおり遺失者が現れた場合には最大３か月と１週間、現れな

い場合には３か月と１週間、一時的にＸ社が遺失物を保管する期間が生じます。もっとも、以下のとお

り、Ｘ社による当該保管は、倉庫業法第２条２項の「倉庫業」には該当せず、同法３条の登録は不要と考

えます。 

（１）倉庫業法上の定め 

倉庫業法が登録対象としている「倉庫業」は、「寄託を受けた物品の倉庫における保管を行う営業」

（同法第２条２項）と定義され、下記の３つの要件を全て満たすものが対象となります（グレーゾン解消

制度における２０２１年１月１２日付「確認の求めに対する回答の内容の公表」３頁下から１５行目参

照）。 

要件① 物品の寄託を受けていること  

要件② 物品を倉庫において保管していること  

要件③ 上記要件①及び要件②を行う営業であること 

もっとも、これらの要件に該当するとしても、倉庫業法施行令第１条に規定された保管に該当する場合

には、倉庫業の定義から除外されます（倉庫業法施行規則等運用方針１頁７行目参照）。 
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そして、倉庫業法施行令第１条２号では「特定の物品を製造若しくは加工した後に他人に譲渡する営業

又は特定の物品を他人から預かり、当該特定の物品について洗濯、修理その他の役務（保管を除く。）を

提供する営業を営む者が、当該営業の前後に当該営業に付随して自ら行う当該特定の物品の保管」を規定

しており、クリーニング業やタイヤ販売交換を行う事業等の特定の物品のみに係る何らかの役務を提供す

る営業を行う者が、当該営業において現に役務の対象となった物品について保管を行う場合はこれにあた

るとされています（同運用方針１頁下から１８行目参照）。 

そして、ここでいう「当該営業に付随して自ら行う当該特定の物品の保管」とは、以下の要件を満たす

ものであって、対価の有無は問わないとされています（同運用方針１頁下から１４行目以降参照）。 

ⓐ 特定の物品について製造、加工、洗濯、修理等役務を提供した事業者が自ら保管行為を行うもので

あること 

ⓑ 当該他の営業の役務の対象となった物品を保管するものであること 

ⓒ 当該他の営業と同一敷地内において行われる保管であって、専用の施設を設けて行われるものでな

いこと 

ⓓ 当該他の営業に対して従たる程度に行われたものであること 

（２）要件①「寄託」に該当しないこと 

    倉庫業登録申請の手引き２頁では、「寄託でないもの」の例として、自家保管、運送契約に基づく運

送途上での一時保管や修理等の役務のための保管等を挙げられています。 

本件サービスの提供過程において行われるＸ社による遺失物の保管は、以下のとおり、実質的に自家

保管に該当し、又は運送途上での一時保管や修理等の役務のための保管のように保管義務が契約の主た

る内容でなく寄託に当たらない場合に該当し、要件①の「寄託」に該当しないものと考えます。 

ア Ｘ社による遺失物の保管が実質的に自家保管であること 

先のとおり、Ｘ社と施設占有者は本件サービスにかかる契約締結と同時に遺失者が現れないことを

停止条件としてＸ社が当該遺失物の所有権を取得する旨の合意を締結し、Ｘ社は、同合意に基づき、

その保管する遺失物について、遺失者が現れなかった場合には民法第２４０条所定の期間（３か月）

の経過をもって所有権を取得する予定となっています。 

すなわち、Ｘ社は、施設占有者から遺失物の保管を受託しているという側面よりも、最終的に遺失

者が現れなければ自己の物となる物を一時的に保持しているという自家保管の側面が強く、寄託に基

づく保管とは性質を異にすると考えます。 

イ 本件サービスにおいて遺失物の保管義務が契約の主たる内容でないこと 

先のとおり、本件サービスの目的は、特例施設占有者における遺失物法第１７条の届出作業の効率

化及び遺失者からの問い合わせへの対応や遺失物の返却作業の負担軽減であり、本件サービスの主た

る内容は、上記目的のため、Ｘ社が、コンサルティングを実施し、遺失物とその情報との付合せ作

業、本件ツールと利用して警察へ提出する届出書を作成できるサービスの提供、遺失者からの問い合

わせへの対応及び返却作業を実施することです。 

Ｘ社による遺失物の保管は、上記⑤の遺失物とその情報との付合せ作業、上記⑦の遺失者からの問

い合わせへの対応及び遺失者への遺失物の返却作業を実施するために、Ｘ社が一定期間遺失物を保持

している必要があるためなされるものであり、遺失物の保管それ自体は本件サービスの主たる内容で

はありません。 

また、先のとおりＸ社による遺失物の保管期間は最大で３か月と１週間となりますが、当該期間

は、Ｘ社が任意に設定したものではなく、遺失物法に基づく届出までの期間（１週間）及び民法に基

づく施設占有者への所有権帰属までの期間（３箇月）という制度上予定された期間に対応したものに

すぎません。 

したがって、Ｘ社による遺失物の保管は、制度上予定された期間に対応して、本件サービスの提供

のために行われるものであり、遺失物の保管義務が本件サービスにかかる契約の主たる内容になって

いるわけではないため、上記手引きが列挙するような運送途上での一時保管や修理等の役務のための

保管に類似し寄託には当たらないものと考えます。 

（３）要件③「営業」に該当しないこと 
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Ｘ社が本件サービスの対価として受領するのは、上記２（３）イ記載の②、⑤、⑥及び⑦の業務（コン

サルティング、遺失物と情報の付合せ、警察署への届出代行、遺失者からの問い合わせ・返却対応）に対

する対価であり、Ｘ社は本件サービスの提供にあたり施設占有者に対し遺失物の保管費用を請求すること

を予定していません 

また、Ｘ社は、月額費用の算定にあたり、先のとおり考慮要素の一つにしている遺失物の件数はあくま

でも前年度に警察署へ提出・届出を行った遺失物の件数に過ぎず、その他、実際にＸ社が受領する遺失物

の件数、サイズ、質量、保管期間等といった、通常、保管費用に影響を与える要素を考慮せずに月額費用

を設定しているところ、月額費用に実質的に保管費用が含まれているということもありません。 

したがって、本件サービスの対価には遺失物の保管にかかる費用は含まれておらず、Ｘ社は遺失物の保

管について対価を得る営業を行うものではないところ、要件③の「営業」にも該当しないものと考えま

す。 

（４）倉庫業法施行令１条２号に該当すること 

本件サービスにおいては、上記⑤の遺失物とその情報との付合せ作業、上記⑦の遺失者からの問い合わ

せへの対応及び遺失者への遺失物の返却作業を実施するＸ社が自ら（ⓐ）、同業務を実施するＸの事業

所・倉庫において、別途専用の施設を設けることなく（ⓒ）、同業務の対象である遺失物を（ⓑ）保管し

ます。 

そして、上記（２）イで述べたとおり、Ｘ社による遺失物の保管は本件サービスの提供のためにＸ社が

遺失物を一定期間保有していることが必要不可欠であるから行われるものにすぎず、Ｘ社による役務の提

供に対して従たる程度に行われるものです（ⓓ）。 

したがって、本件サービスにおけるＸ社による遺失物の保管は「当該営業に付随して自ら行う当該特定

の物品の保管」に該当するものと考えます。 

（５）小括 

以上より、本件サービスの提供過程において行われるＸ社による遺失物の保管は、寄託を受けて行われ

る保管には当たらず（要件①）、保管の対価を得る営業にも該当しません（要件③）。また、倉庫業法施

行令第１条２号に該当するところ、倉庫業法第２条２項の「倉庫業」には該当せず、同法第３条の登録対

象にはならないものと考えます。 

 

４．公表の延期の希望（希望する場合のみ） 

  希望する。 

 

５．連絡先 

 

 

 

 

    

      

   

  

 




